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既存超高層建築のリスク評価手法を用いた制振補強による費用対効果に関する研究 
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1. はじめに 

 近年、超高層建築には余裕度を見込んだ耐震性能が要

求されている 1）。また、米国では経済性・復旧性を見込ん

だ耐震性能評価法が提案され、優良な建物を評価してい

る例えば 2)。本研究では工学院大学新宿校舎（以下、大学棟）

を対象とし制振による耐震性能向上を経済性によって評

価する。まず非制振状態の現状モデルと制振補強モデル 3)

を用いて損傷費用の比較を行う。次に地震発生確率を考

慮し、ライフサイクルコスト（以下、LCC）評価を行う。 

 

2. 対象建物及び 3次元立体フレームモデル 

 図 1 に示す大学棟（1989 年施工）は地上 29 階、地下 6

階の東西両端にコアを持つ鉄骨造であり、立面・平面図

に赤で示す位置に加速度計が設置されている。 

大学棟の 3次元立体フレームモデルを地震応答解析ソフ

ト SNAP Ver.7（構造システム社）を用いて地上部の構造

部材のみ作成している 3)。立体モデルの固有周期と減衰定

数を表 1に示す。 

 

 

 

 

 

 

図 1 左から軸組図と立面図、平面図（赤は加速度計位置） 

 

表 1 固有周期（立体モデルと観測）と減衰定数 

 

 

 

 

 

3. 損傷費用期待値の算出方法 

文献の手法 4)を参考に式(1)から損傷費用期待値 E[CD]を

算出する。ここで式中の P[Safe]、E[CD|Safe]はそれぞれ

建物が修理可能な場合の確率と損傷費用期待値、一方

P[Fail]、E[CD|Fail]は、建物が修理不可能な場合の確率

と損傷費用期待値である。 

 

         FailCEFailPSafeCESafePCE DDD   …(1) 

3.1 損傷費用期待値の算出方法 

 修理可能な損傷費用は建物と収容物の損傷費用、建物

復旧期間中の収益損失額の 3 つを合計し評価する。 

 

3.1.1 建物の損傷費用 

建物の損傷費用は、図 2に示すフラジリティ曲線から得

られる、各層の「損傷状態確率」と対象建物の「修理・

再調達費用」（図3）、「損傷状態と修理・再調達費用率 4)」

（表 2）の 3 つを乗じて各層の損傷費用を算出し、全層を

合計し建物全体の損傷費用を算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 各フラジリティ曲線 

 

 

 

 

 

図 3 各階の修理・再調達費用 

 

表 2 損傷状態と修理・再調達費用率の関係 

 

 

 

3.1.2 収容物の損傷費用 

建物の損傷費用と同様の方法で算出する。ここで修

理・再調達費用は建物と収容物とで同額と仮定し 4)，フラ

ジリティ曲線は図 2-(c)を用いる。また、損傷状態と修

理・再調達費用率は表 3とする 4)。 

 

表 3 損傷状態と修理・修理・再調達費用率の関係 4) 
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地震動レベル 超過確率 年発生確率 再現期間 入力波最大速度振幅の平均値

L1 50年で50％ 0.0138 72.6年 8.9cm/s

L2 50年で10％ 0.0021 475年 44.3cm/s

L3 50年で2％ 0.000404 2475年 66.5cm/s

3.1.3 収益損失額 

対象建物がオフィスビルであると仮定し、式(3)より算

出する 4)。E0 は平常時一日あたりの収益、Dlost は建物の損

傷による累積損失日数である。収益 E0 は、＝0.056 億円/

日とし、累積損失日数 Dlostは、図 4より算出する。 

 

C 収益損失＝E0×Dlost 
…(3) 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 本研究で用いる損傷費用－累積損失日数関係 

 

3.2 修理不可能な場合の損傷費用 

建物の再調達費用＋収容物の再調達費用＋修復期間

（1500 日）×売上高 E0（0.056 億円/日）より算出する。 

 

4. 応答解析による対象建物の損傷費用期待値算出 

 補強無しの現状モデル（以下、D00）と、44本・64本・

88 本のダンパーで制振補強を行ったモデル 3)（以下、D44、

D64、D88）を用いて損傷費用の比較を行う。 

 

4.1 入力地震動 

地震動レベルは従来の L1・L2 に加え、L2の 1.5 倍の L3

とした。また、ランダム位相と振幅のバラツキを考慮す

るため、12 種類の乱数を用い、対数正規分布（σ＝0.4）

で振幅にバラツキを与えた 50 波を用いて検証を行う。 

 

4.2 応答解析による損傷費用期待値の算出 

 以上のモデルと入力地震動を用いた応答解析により損

傷費用期待値を算出した結果を図 5に示す。制振補強を行

うことで損傷費用の低減が確認出来る。L2、L3 地震動で

は制振化費用を見込んだ総価格（ダンパー一基当たり

1,000 万円と仮定）でも補強のメリットがあった。 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 損傷費用期待値算出結果（億円） 

5. ライフサイクルコスト評価 

 損傷費用期待値と地震発生確率から、建物の供用期間

と期待 LCC の関係を算出する 4)。地震発生確率は、東京都

の設計指針 1）によるモデル（以下、工学モデル）および、

地震学の知見を踏まえた地震動予測地図 5)によるモデル

（以下，地震学モデル）を用いる。工学モデルは表 4の値

を、地震学モデルは J-SHIS によるデータ 5)を使用した。

図 6に、建物の供用期間と期待 LCC の関係をモデル別に示

す。両者で結果が大きく異なっていることが分かる。 

 

表 4 構造設計指針 1)の地震動レベル別の年超過確率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 供用期間－期待 LCC の関係 

 

6. まとめ 

非制振と制振補強モデルにより損傷費用期待値を算出し

た結果、損傷費用は大きく低減し、制振化を含む総価格

でもメリットがあった。次に LCC評価を行ったが、用いる

発生確率により結果が大きく異なった。今後は工学と地

震学が融合した確率評価モデルの作成が重要と考える。 
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